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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第16期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第17期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第16期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

売上高 (千円) 315,186 188,896 3,302,855

経常損失（△） (千円) △424,101 △281,731 △1,086,763

四半期（当期）純損失（△） (千円) △419,911 △279,816 △1,444,755　

純資産額 (千円) 2,354,544 1,076,693 1,314,303

総資産額 (千円) 4,318,426 2,083,720 2,626,566

１株当たり純資産額 (円) 45,136.01 20,319.48 24,914.55

１株当たり四半期（当期）純

損失（△）
(円) △8,125.19 △5,411.27 △27,943.91

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益
(円) － － －

自己資本比率 (％) 54.0 50.4 49.1

営業活動によるキャッシュ・

フロー
(千円) △484,098 △291,036 △244,182

投資活動によるキャッシュ・

フロー
(千円) △60,258 △46,427 △184,795

財務活動によるキャッシュ・

フロー
(千円) 44,269 △34,980 △325,479

現金及び現金同等物の四半期

末（期末）残高
(千円) 1,677,605 1,056,965 1,398,995

従業員数 (名) 72 64 66

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であるため

記載しておりません。

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社における状況

　 平成21年６月30日現在

従業員数（名）
64　

[10]　

　（注）１　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

３　臨時従業員には、パートタイマー、契約社員及び派遣社員を含んでおります。

　

(2）提出会社の状況

　 平成21年６月30日現在

従業員数（名）
58　

[10]　

　（注）１　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員であります。

３　臨時従業員には、パートタイマー、契約社員及び派遣社員を含んでおります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。

製品種類の名称 生産高（千円） 前年同四半期比(％)　

通信系機器 162,424　 △66.9

放送系機器 161,466 △54.3

合計 323,891 △61.6

　（注）１　金額は、期中平均販売価格によっております。

２　上記の金額には、他勘定振替分及び他勘定受入分は含まれておりません。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）受注実績

　当第１四半期連結会計期間における受注実績は、次のとおりであります。

製品種類の名称 受注高（千円）
前年同四半期比

(％)
受注残高（千円）

前年同四半期比
(％)

放送系機器 111,687 △55.4 125,457 △92.5

通信系機器 51,618 △33.5 66,506 40.1

その他 23,657 △21.3 15,165 △49.6

合計 186,963 △47.8 207,128 △88.2

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。

製品種類の名称 販売高（千円） 前年同四半期比(％)

放送系機器 94,742 △47.5

通信系機器 83,976 △32.4

その他 10,177 △1.7

合計 188,896 △40.1

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

VIDI Video & Audio Digital52,318 16.6 51,582　 27.3

パナソニックシステムソリュー

ションズジャパン㈱　
2,464 0.8 19,086 10.1

㈱ウェザーニューズ　 2,632 0.8 18,943 10.0

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、四半期報告書提出日（平成21年８月12日）現在において当社グループ（当社及び連結

子会社）が判断したものであります。

　

(1) 財政状態及び経営成績

当社グループは３期連続の営業損失を計上し、営業キャッシュ・フローも２期連続のマイナスとなっておりま

す。また、当第１四半期連結会計期間においても249百万円の営業損失、営業キャッシュ・フローも291百万円のマイ

ナスとなっております。その結果、経営に重要な影響を及ぼす事象（重要事象等）が存在しております。

最近の２連結会計年度にわたり、当社グループは「放送用ネットワークのIP化」を実現するためにエポックメイ

キングとなる放送局内回線センターの大型案件販売の実現のための製品及び今後の当社グループの主力製品にな

ると期待する大型新製品の研究開発に注力してきました。この２つの案件は、当社グループの長期的な事業戦略上

極めて重要であると判断し、当社グループのあらゆるリソースを最優先でこれらの案件に投入してきました。その

結果、放送局内回線センターの大型案件は、前期に顧客サイトへの設置が無事完了しました。また、大型新製品もそ

の初期バージョンが完成し欧州や国内の顧客への販売も始まっています。しかし、当第１四半期連結会計期間にお

いては既存製品の売上高も前年同期を下回っており、利益面でも厳しい状況が続いております。

また、当社グループは平成17年４月に米国に連結子会社であるMEDIA LINKS, INC.を設立いたしました。MEDIA

LINKS, INC.は、主に北米、欧州における当社グループ製品の販売促進及びマーケティングを目的としております。

しかしながら、MEDIA LINKS, INC.の北米、欧州での売上は、充分な成果をあげるまでには至っておらず、設立以来赤
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字が継続しております。

これらの要因が重なり営業損失の計上及び営業キャッシュ・フローのマイナスとなっております。

　　　しかしながら、７月以降、海外での受注は回復傾向にあり、国内においても新製品の受注を獲得しております。

さらに当社グループは、平成20年10月27日の取締役会において、営業損益及びキャッシュ・フローを改善すべく

研究開発費及び経費を削減することを織り込んだ３ヶ年の「事業計画」の見直しを実施しております。

事業計画における当面の損益及びキャッシュ・フロー改善の施策として、下記の項目を実施しております。なお、

当該事業計画を遂行するための資金は十分に確保できております。
　

(a) 研究開発費の削減及び開発手法の変更

社内リソースの活用による外注費の大幅削減、研究開発費の効率的な管理手法の採用

(b) 経費の見直し

役員報酬の減額、賃借料の削減、子会社の吸収合併による管理費用の削減、米国連結子会社の規模縮小による経

費の削減

(c) 海外営業体制の強化

海外市場の営業を強化するための海外営業部の新設

(d) 資金の安定化

資金流失の抑制

上記の施策により損益及びキャッシュ・フローの改善を行っていきますが、これらの事業計画が適切に遂行され

ない場合には、当期以降の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。　
　
(2) その他のリスク

　　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

(1）経営成績の分析

  当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業領域である放送関連装置業界は、前年からの厳しい状況

が継続しております。国内においては、エンドユーザーである放送局の設備投資の抑制を受け、放送系機器の国内売上

高は前年同期実績を下回る結果となりました。また通信系機器の国内売上高についても需要減により低迷しました。

一方、海外においても、世界的な経済危機の影響により、前年同期を下回りました。その結果、当第１四半期連結会計期

間の当社グループの売上高は、188百万円（前年同期比40.1%減）となりました。製品グループ別内訳では、放送系が94

百万円（前年同期比47.5%減）、通信系が83百万円（前年同期比32.4%減）、その他が10百万円（前年同期比1.7%減）

となりました。 

　利益面では、販売費及び一般管理費が、研究開発費や人件費などの経費抑制により前年同期比41.1%減、営業損失は

249百万円（前年同期は営業損失427百万円）となりました。営業外費用として為替差損など34百万円が発生し経常損

失は281百万円（前年同期は経常損失424百万円）、四半期純損失は279百万円（前年同期は四半期純損失419百万円）

となりました。

　

①事業の種類別セグメントの業績につきましては、当社グループは映像通信機器メーカーとして事業を行っており、

当該事業以外に事業の種類がないため開示を行っておりません。

　

②所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

　日本

　設備投資の抑制から、需要は低いレベルで推移し、売上高は133百万円となりました。　　

　北米

　世界的な景気後退により、経済悪化の影響を受け、売上高は55百万円となりました。なお、当社グループでは、欧州向

けの販売は米国法人を通じて行っているため、欧州の顧客への売上は所在地別セグメントでは北米売上に含まれま

す。

　　

(2）財政状態の分析

（総資産）

当第１四半期連結会計期間末における総資産は前連結会計年度末に比べ542百万円減少し、2,083百万円となりまし

た。主な変動要因は、現金及び預金の減少331百万円、受取手形及び売掛金の減少296百万円等によるものであります。

　

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における負債は前連結会計年度末に比べ305百万円減少し、1,007百万円となりました。

主な変動要因は、買掛金の減少165百万円等によるものであります。 

　

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産は前連結会計年度末に比べ237百万円減少し、1,076百万円となりまし

た。主な純資産の変動要因は四半期純損失279百万円により、利益剰余金が279百万円減少したことによるものであり

ます。

　

(3）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ342百万円減少し、1,056百万円

となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は291百万円となりました。その主な要因としましては、税金等調整前四半期純損失279

百万円、仕入債務の減少165百万円、売上債権の減少299百万円等よるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は46百万円となりました。その主な要因としては、無形固定資産の取得による支出50百

万円等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
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財務活動の結果減少した資金は34百万円となりました。その主な要因としては、短期借入金の純増減額12百万円、長期

借入金の返済による支出20百万円によるものであります。

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(5）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、111,251千円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(6) 継続企業の前提に関する重要事象等について

当社グループは、「２ 事業等のリスク(1)財政状態及び経営成績」に記載の通り、営業損益及びキャッシュ・フロー

を改善すべく「事業計画」を見直し、下記の施策を実施しております。

　

(a) 研究開発費の削減及び開発手法の変更

研究開発活動は、前連結会計年度に大型案件及び大型新製品の研究開発が完了したことにより、既存製品のバリエー

ションの拡充・バージョンアップ、比較的規模の小さな製品開発が中心になります。開発案件１件あたりの規模縮小、

開発期間短縮に伴い、開発スタイルも変わることからそれに対応した管理手法を採用し、効率的な開発を行っており

ます。また、ほとんどの開発は社内リソースで可能となりますので、外注費を大幅に削減することができ、研究開発費

の大幅な削減を行っております。

　

(b) 経費の見直し

当社グループは経費構造を抜本的に見直し、経費削減を実施しております。下記施策により大型案件の受注を見込ま

なくても営業損益の黒字化を図っております。

① 平成20年10月から取締役の報酬を50％減額しており、当面継続してまいります。② 大型案件のために使用してい

た開発スペースは平成20年12月に返還し、平成21年４月からは事務所スペースを大幅に縮小しました。それにより賃

借料や維持管理費用を削減しております。③ 業務効率化による常駐外注社員や派遣社員の減員による経費の削減を

図っております。④ 連結子会社であった株式会社メディアリンクスシステムズを平成21年１月１日をもって吸収合

併したことにより管理費用の合理化を図っております。⑤ 米国の連結子会社であるMEDIA LINKS, INC.は米国国内で

の通信事業者の設備意欲がまだ活発でないことを踏まえ、人員削減を含む規模縮小を行い、経費の大幅削減を図って

おります。⑥ 効率化・厳格な経費管理により販売費及び一般管理費等の固定費の削減を図っております。

　

(c) 海外営業体制の強化

海外市場、特に欧州では当社グループとの取引実績があるドイツ・スイスだけでなく他国でもIP化への関心は高く、

積極的な設備展開を考えていることから当社グループは今後注力する海外市場を欧州にフォーカスし、国内において

平成20年11月に海外営業部を新設しました。また、欧州市場の営業をより一層強化するため、ドイツの代理店との関係

強化を目的とし、業務提携を行うことも検討しております。これらの施策により欧州市場への展開のさらなる強化を

図っております。

　

(d) 資金の安定化

大型案件及び大型新製品の開発体制のために設備や人材を積極的に拡充し、外部リソースを幅広く活用してきたため

に資金の外部流失が拡大してきましたが、案件の完了により設備等の適正化及びコスト管理を徹底することによる資

金流失の抑制を図ります。現状の事業計画を遂行するための資金は十分に確保できておりますが、これによりさらな

る資金の安定化を図っております。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 株式の総数

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000

計 200,000

　

② 発行済株式

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月12日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 51,710 51,710　 ジャスダック証券取引所
単元株制度は採用

しておりません。

計 51,710 51,710 ― ―

　（注）１　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定の無い当社における標準となる株式であります。

２「提出日現在発行数」には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

①　第１回新株予約権

　
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 73

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 730

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　21,670

新株予約権の行使期間 平成19年３月17日から平成27年２月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　21,670

資本組入額　10,835

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又は当社子会社若しくは関連会

社の、取締役、監査役、若しくは従業員又は嘱託、顧問等の地

位を保有していることを要する。但し、辞任又は自己都合退

職等、権利行使が相当であると認められる場合は、一定の期

間に限り権利を行使できる。新株予約権者が死亡した場合、

新株予約権者の相続人は新株予約権を相続できない。その

他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結す

る新株予約権の割当に関する契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡は、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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②　第３回新株予約権

　
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 180

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 180

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　28,000

新株予約権の行使期間 平成19年12月１日から平成27年６月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　28,000

資本組入額　14,000

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又は当社子会社若しくは関連会

社の、取締役、監査役、若しくは従業員又は嘱託、顧問等の地

位を保有していることを要する。但し、辞任又は自己都合退

職等、権利行使が相当であると認められる場合は、一定の期

間に限り権利を行使できる。新株予約権者が死亡した場合、

新株予約権者の相続人は新株予約権を相続できない。その

他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結す

る新株予約権の割当に関する契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡は、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　

③　第４回新株予約権

　
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 308

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 308

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　28,000

新株予約権の行使期間 平成20年４月１日から平成27年６月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　28,000

資本組入額　14,000

新株予約権の行使の条件

権利行使時において当社及び当社子会社若しくは関連会社

の取締役、監査役及び従業員であることを要する。但し、任

期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合

はこの限りでない。その他の条件については、当社と新株予

約権者との間で締結する新株予約権の割当に関する契約に

定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡は、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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④　第５回新株予約権

　
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 2,288

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,288

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　28,000

新株予約権の行使期間 平成20年４月１日から平成27年12月２日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　28,000

資本組入額　14,000

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又は当社子会社若しくは関連会

社の、取締役、監査役、若しくは従業員又は嘱託、顧問等の地

位を保有していることを要する。但し、辞任又は自己都合退

職等、権利行使が相当であると認められる場合は、一定の期

間に限り権利を行使できる。新株予約権者が死亡した場合、

新株予約権者の相続人は新株予約権を相続できない。その

他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結す

る新株予約権の割当に関する契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡は、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　

⑤　第６回新株予約権

　
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 115

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 115

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　28,000

新株予約権の行使期間 平成20年12月３日から平成27年12月２日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　28,000

資本組入額　14,000

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又は当社子会社若しくは関連会

社の、取締役、監査役、若しくは従業員又は嘱託、顧問等の地

位を保有していることを要する。但し、辞任又は自己都合退

職等、権利行使が相当であると認められる場合は、一定の期

間に限り権利を行使できる。新株予約権者が死亡した場合、

新株予約権者の相続人は新株予約権を相続できない。その

他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結す

る新株予約権の割当に関する契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡は、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年４月１日～

平成21年６月30日
    － 51,710 － 1,579,583 － 2,062,899

　　

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成21年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

　 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式　　　　51,710　　　　

　　
51,710　

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 51,710　 ― ―

総株主の議決権 ― 51,710　 ―

　（注）　「完全議決権株式（その他）」欄には株式会社証券保管振替機構名義の株式が１株含まれております。また、

「議決権の数」欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

　

２【株価の推移】

当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

月別
平成21年
４月

　
５月

　
６月

最高（円） 20,000　 19,40032,200

最低（円） 15,20016,00018,200

（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,252,284 1,584,028

受取手形及び売掛金 179,240 476,065

商品及び製品 250,906 168,097

仕掛品 20,390 19,249

原材料及び貯蔵品 54,941 37,996

その他 53,821 33,878

貸倒引当金 △1,000 △3,500

流動資産合計 1,810,584 2,315,816

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,467 1,531

機械装置及び運搬具（純額） 389 415

工具、器具及び備品（純額） 110,367 120,332

リース資産（純額） 30,546 32,214

有形固定資産合計 ※
 142,771

※
 154,493

無形固定資産

ソフトウエア 68,806 77,743

その他 62 76

無形固定資産合計 68,869 77,819

投資その他の資産

投資有価証券 3,275 3,275

その他 58,220 75,161

投資その他の資産合計 61,495 78,436

固定資産合計 273,135 310,749

資産合計 2,083,720 2,626,566
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 62,705 227,917

短期借入金 334,000 346,000

1年内返済予定の長期借入金 81,360 81,360

未払法人税等 2,604 －

その他 112,230 223,777

流動負債合計 592,901 879,055

固定負債

長期借入金 176,260 196,600

役員退職慰労引当金 191,190 187,340

リース債務 45,073 47,864

その他 1,602 1,402

固定負債合計 414,125 433,206

負債合計 1,007,027 1,312,262

純資産の部

株主資本

資本金 1,579,583 1,579,583

資本剰余金 2,062,899 2,062,899

利益剰余金 △2,519,515 △2,239,698

株主資本合計 1,122,967 1,402,784

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 △72,247 △114,453

評価・換算差額等合計 △72,247 △114,453

新株予約権 25,972 25,972

純資産合計 1,076,693 1,314,303

負債純資産合計 2,083,720 2,626,566
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(2)【四半期連結損益計算書】
 【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 315,186 188,896

売上原価 200,957 119,149

売上総利益 114,228 69,747

販売費及び一般管理費

役員報酬 51,133 29,550

給料及び手当 88,155 65,238

退職給付費用 199 －

研究開発費 241,656 111,251

役員退職慰労引当金繰入額 8,970 3,850

その他 151,551 109,279

販売費及び一般管理費合計 541,665 319,169

営業損失（△） △427,436 △249,422

営業外収益

受取利息 1,538 132

為替差益 38,766 －

付加価値税還付金 － 1,459

その他 231 126

営業外収益合計 40,536 1,718

営業外費用

支払利息 5,313 3,075

持分法による投資損失 31,541 －

為替差損 － 30,951

その他 345 －

営業外費用合計 37,200 34,027

経常損失（△） △424,101 △281,731

特別利益

貸倒引当金戻入額 4,135 2,500

役員退職慰労引当金戻入額 870 －

その他 － 14

特別利益合計 5,005 2,514

特別損失

リース会計基準適用に伴う影響額 187 －

特別損失合計 187 －

税金等調整前四半期純損失（△） △419,283 △279,216

法人税、住民税及び事業税 621 600

法人税等調整額 6 －

法人税等合計 627 600

四半期純損失（△） △419,911 △279,816
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △419,283 △279,216

減価償却費 44,113 23,938

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,135 △2,500

退職給付引当金の増減額（△は減少） 199 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,100 3,850

受取利息及び受取配当金 △1,538 △132

支払利息 5,313 3,075

為替差損益（△は益） △5,647 5,937

持分法による投資損益（△は益） 31,541 －

売上債権の増減額（△は増加） 356,807 299,154

たな卸資産の増減額（△は増加） △390,586 △95,744

仕入債務の増減額（△は減少） △167,228 △165,219

その他 64,131 △78,365

小計 △478,211 △285,221

利息及び配当金の受取額 1,732 132

利息の支払額 △5,424 △3,609

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △2,194 △2,337

営業活動によるキャッシュ・フロー △484,098 △291,036

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △16,766 △10,285

定期預金の払戻による収入 6,000 －

有形固定資産の取得による支出 △43,311 △3,333

有形固定資産の売却による収入 － 98

無形固定資産の取得による支出 △3,712 △50,000

その他 △2,467 17,092

投資活動によるキャッシュ・フロー △60,258 △46,427

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 67,020 △12,000

長期借入金の返済による支出 △21,740 △20,340

株式の発行による収入 1,300 －

リース債務の返済による支出 △2,311 △2,640

財務活動によるキャッシュ・フロー 44,269 △34,980

現金及び現金同等物に係る換算差額 △44,437 30,415

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △544,524 △342,029

現金及び現金同等物の期首残高 2,222,130 1,398,995

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,677,605

※
 1,056,965
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※　　有形固定資産の減価償却累計額 364,625千円 ※　　有形固定資産の減価償却累計額 348,271千円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,835,850千円

計 1,835,850千円

預入期間が３か月超の定期預金 △158,244〃

現金及び現金同等物 1,677,605千円

現金及び預金 1,252,284　千円

計 1,252,284千円

預入期間が３か月超の定期預金 △195,318　 〃

現金及び現金同等物 1,056,965　千円

　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式（株） 51,710

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式（株） ─

　

３　新株予約権等に関する事項

　　ストック・オプションとしての新株予約権　

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数（株）
当第１四半期

連結会計期間末残高
（千円）

提出会社 ─ ─ 25,972

　

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

　

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　当社グループは映像通信機器メーカーとして事業を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため、該当

事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　当社グループは映像通信機器メーカーとして事業を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため、該当

事項はありません。
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　
日本
（千円）

北米
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 224,741 90,445 315,186 ― 315,186

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
311,953 391 312,344(312,344) ―

計 536,694 90,836 627,531(312,344) 315,186

営業利益（又は営業損失） △103,424△90,086△193,510△233,926△427,436

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　
日本
（千円）

北米
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 133,849　 55,047 188,896 － 188,896

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
103,600 2,471 106,071(106,071) －

計 237,450 57,518 294,968(106,071)188,896

営業利益（又は営業損失） △89,542 △35,788△125,330△124,091△249,422

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域・・・米国

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 69,699 47,809 117,509

Ⅱ　連結売上高（千円） ― ― 315,186

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
22.1 15.2 37.3

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 49,485 8,713 58,198

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 188,896

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
26.2 4.6 30.8

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1）欧州・・・ドイツ、スイス

(2）その他の地域・・・北米、中米、アジア

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（リース取引関係）

　該当事項はありません。

　

（有価証券関係）

　該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社メディアグローバルリンクス(E01875)

四半期報告書

22/26



（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

　 20,319.48円 　 24,914.55円

　

２　１株当たり四半期純損失

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純損失 8,125.19円 １株当たり四半期純損失 5,411.27円

　潜在株式調整後１株あたり四半期純利益については、１株

当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株あたり四半期純利益については、１株

当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（千円） △419,911 △279,816　

普通株式に係る四半期純損失（千円） △419,911 △279,816

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ －

普通株式の期中平均株式数（千株） 51,680 51,710

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在

株式について前連結会計年度末から重要な変動が

ある場合の概要

─ －　

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社メディアグローバルリンクス(E01875)

四半期報告書

23/26



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 

平成20年８月12日

株式会社メディアグローバルリンクス

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 内　山　敏　彦　印

 

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 千　葉　達　也　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メディアグ

ローバルリンクスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４

月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メディアグローバルリンクス及び連結子会社の平成20年６月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　 

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 

平成21年８月12日

株式会社メディアグローバルリンクス

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 長　田　清　忠　印

 

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 千　葉　達　也　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メディアグ

ローバルリンクスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４

月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メディアグローバルリンクス及び連結子会社の平成21年６月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　 

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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